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1.　はじめに

　地震に際して気象庁が発表する震度は、長い歴史を持ち、一般には馴染み深いものとなっている。また、

震度情報は、防災機関による地震発生時の災害対策の判断材料として利用され、重要な防災情報として位置

づけられてきた。このような震度情報の重要性に鑑み、我が国では震度観測の充実がはかられ、気象庁およ

び各自治体設置を合わせて、現在約 2800 個の計測震度計が全国に配置されている。しかるに、2003 年 7 月 26

日発生の宮城県北部地震による被害調査を通じて、自治体設置の計測震度計の設置法についていくつか問題

点が指摘された。これらの問題点の一つとして建物内と自由地盤との震度

の関係があげられる。この問題を解明する試みとして、本研究では過去 10

数年間にわたり観測が行われてきた東北工業大学香澄町キャンパス 6 号館

に設置されている強震計のデータをもとに、自由地盤と建物で同時観測さ

れたアレー強震記録より計測震度 1）を算出して、構造物立地による計測

震度の変動を実測に即して明らかにした結果を示すと同時に震度以外のパ

ラメータとの関係についても検証を行った。

2.　6 号館の概要

　6 号館の強震計の設置箇所は、自由地盤、1 階及び 4 階の 3 カ所に設置

され、1991 年 5 月からの強震データが蓄積されている。図－1 に同建物の

概要と強震計配置を示す。図－1 の各強震計では建物の短辺方向（X）、長

辺方向（Y）及び上下方向（Z）の 3 成分同時観測がなされている。各強震

計は NHK 時報による刻時補正が加えられ、オフラインによるアレー観測シ

ステムを構成している。図－1 に示すように同建物は標準的な 4 階建ての

構造であり、地方自治体の庁舎に多くみられる建物といえる。

3. 結果及び考察

　本観測システムで得られた強震記録の一例として、2003 年 5 月 26 日、

発生の宮城県沖地震(M 7.1)による各点 3 成分記録を図－2 に示す。図－2 にみられるように、各点とも方向

によって異なる挙動を示すが、建物最上階の F4 での長辺方向の記録が最も大きな加速度レベルを与えている

ことがわかる。このことから、この建物は長辺方向に強く応答増幅が存在すると推定されるが、これは短辺

方向に耐震壁を配し、長辺方向は主に窓形式となっている本建物の構造に原因していると考えられる。一方、
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図－2　2003 年 5 月 26 日の記録例
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建物 1 階 F1 と自由地盤 G の記録に注

目すると、両方向の水平動記録とも F1

の加速度レベルが G でのそれより小さ

くなっている。これは、構造体の動的

相互作用による入力損失が建物 1 階で

生じていることに由来すると推定され

る。そこで、このような入力損失の周

波数依存性をみるために、長辺方向の

水平動（Y）を例に地盤 G と 1 階 F1、

4階 F4の同時刻スペクトルを求め、

そのスペクトル比 F1/G、F4/G をプロットしたのが図－3、図

－4 である。これらの図をみると入力損失と建物応答増幅の

実態が明瞭に観察される。例えば、図－3 の F1/G のスペク

トル比では周期 0.1~0.4 秒で建物 1 階 F1 の振幅は自由地盤

G のそれより大幅に小さくなっていて、この帯域で入力損失

が生じていることがわかる。一方、図－4 の F4/G のスペク

トル比では同じ周期帯で入力損失が生じているのに加え、周

期 0.45 秒付近で建物の固有周期を反映した応答増幅が存在

することがわかる。

　次に、このような各点での地震動の違いを計測震度から整

理したのが図－5 である。図－5 では図－2 の 2003 年 5 月 26

日の宮城県沖地震と 7 月 26 日の宮城県北部地震での記録を対象とした計測震度が各点で比較されて示されて

いる。これから上述の建物への入力損失と応答増幅の効果を受けて、建物 1 階 F1 では地盤 G に比較して 0.2

程の計測震度の減少があると同時に、建物 4 階 F4 では 0.8~1.0 程度の震度増が存在している。

　図－5 のような震度の違いをこれまで観測されているすべての地震を対象に建物 1 階 F1 に対する地盤 G、

建物 4 階 F4 での震度関係としてプロットしたのが図－6（a）である。さらに、図－6 では F1 に対する地盤 G、

F4 ごとの全地震を対象とした計測震度の差の対応が回帰式を付して別個に図－6（b）（c）にプロットされ

ている。これから、地震によらない共通の震度差が存在するとともに、建物 1 階では自由地盤に対して 0.2

程度の計測震度減少が発生することが統計的に明らかである。
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図－5　計測震度の違いの例

地震 G F1 F4

2003年5月26日 4.89 4.71 5.57

2003年7月26日_本震 4.01 3.72 4.54

（a）G、F4 と F１との関係 （b）G と F1 の関係 （c）F4 と F1 との関係

図－6　全地震を対象とした計測震度の差
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